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事業者名   株式会社　　オムニクス

代表者名　　　　　　　　　代表取締役　　川口　衛

本社所在地　　　　　　　〒144-0056　東京都大田区西六郷1-14-1-101

事業所　　　　　　　 〒234-0056　横浜市港南区野庭町332-4-101

環境管理責任者　　　　米山　夏奈

連絡担当者　　　　　　 米山　夏奈
　

連絡先　　　　　　　　 TEL ： 045-845-6095

FAX ： 045-845-6063

E-mail ： omacc@omnics.jp

認証・登録の対象活動範囲

　　　（1）　認証・登録事業所　：　横浜営業所

　　　（2）　認証・登録事業活動

・光通信機器類・精密加工部品・光学製品の販売

・交換用杖先ゴムの製造・販売

事業年度　　　　　　　　　10月　～　翌年9月

事業規模

単位 2020年度 2021年度 2022年度

百万円 350 330 300

人 5 6 7

m2 62 62 62

1.　組　織　概　要

売上高

従業員数

床面積

2021年10月　～　2022年9月
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　環　境　経　営　方　針

　　基　本　理　念

　　㈱オムニクスは、「私達は美しい地球をまもる」をスロ－ガンとして掲げ、地球環境の保全

　が人類共通の重要課題の一つである事を認識し、企業活動をあらゆる面で（資産・製造・

　知的財産等）、地球環境の保全に配慮して行動します。

   ㈱オムニクスは、光ファイバー関係の加工品及び杖先ゴムの販売を通じて、環境経営の

　継続的改善を行います。

　　このため、次に示す環境経営活動を行います。

　　1.　環境経営に関する法規制及び受入を決めたその他の要求事項を遵守し、一層の環境

　　　　経営に継続的に取り組みます。

　　2.　環境経営活動を推進する為、全ての組織及び従業員が活動出来る環境経営体制

　.　　　を整備します。

　　3.　環境経営活動の中で、特に以下の項目について優先的保全活動を推進します。

　　　　①二酸化炭素の排出の削減（脱炭素への取組を考える）

　　　　②廃棄物排出量の削減（プラスチック・食品の食べ残し）

　　　　③水使用量の削減

　　　　④納品方法を環境経営面から改善する（合理的な方法）
　　　　　　

　　　　⑤顧客満足度を上げるため協力会社とのコミュニケーションを頻繁に取り問題解決に

　　　　　　取組ます。

　　　　⑥光ファイバー関係の加工品、他社一般製品の取扱を行う。

　　4.  突然の社会現象（例えばコロナ問題）に対応を心がける

　　5.　環境教育を全社員に実施し、環境経営方針の遂行とともに、取引先へ環境経営方針

　　　　を周知し、理解と協力を要請します。

制定日 2009年10月19日

改訂日 2022年9月27日

株式会社　オムニクス

代表取締役　川口　衛

2.　環　境　経　営　方　針

　　基　本　方　針
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1環境経営方針の制定

2.代表者は、経営における課題とチャンスを整理し、明確にする。

3.代表者は効果的で必要十分な実施体制を構築する。

4..実施体制においては、各自の役割、責任及び権限を定め、全従業員に周知する。

5.環境経営システムの実施及び管理に必要な経営資源を準備する。

6.定期的にエコアクション21に基づく環境経営全体の取組状況及びその効果を評価、項目等を

総括的な見直しを実施し、必要な指示を行う

1.環境経営システムの確立、実施、維持、継続的改善

3.それぞれの業務、役割に応じ、必要な教育訓練を適切に計画・実施する

4.関連法規の取りまとめ表の維持管理、遵守徹底　

5.環境関連の文書及び記録の作成、整理

1.環境経営管理責任者の補佐、ＥＡ21推進委員会の事務局

2.環境負荷の自己チェック及び環境へ取り組みの自己チェックの実施

3.環境経営目標、環境計画書原案の作成

4.環境活動の実積集計、環境関連法規等取りまとめ表の作成

5.環境関連法規等取りまとめ表に基づく遵守評価の実施

6.環境関連の外部コミュニケーションの窓口、環境経営レポ－トの作成

1.自部門における環境経営シテムの実施、環境経営方針の周知、従業員に対する教育

　訓練の実施、自部門に関する環境活動計画の実施及び達成状況報告

2.自部門に関する環境活動計画の実施及び達成状況報告

3.特定された項目の手順書作成及び運用管理

4.自部門の特定された緊急事態への対応のための手順書作成、テスト、訓練を実施、記録

の作成

承認 作成者

米山 夏奈

5.自部門の問題点の発見、是正、予防処置の実施

3.　組　織　体　制

部門責任者

2.社長への環境経営システムの実施状況報告　

責任者 責任者

(資源・水・通い箱）（一般廃棄物）

米山 夏奈 中村 等  井上 誠

責任者責任者

(電　力）

営業部　飯田裕一郎

役職 責任　・　内容　

代表取締役社長

環境管理責任者

事務局

事務局

米山 夏奈

（ガソリン）

営業部　藤田 栄治

代表取締役社長

川口　衛

環境管理責任者

米山　夏奈

改定数 改定理由 改定月日

1 担当者見直し 2022年9月20日
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環境方針を踏まえて、下記４項目について環境経営目標を設定した。なお削減・増加目標は

2021年度を基準に設定した。

二酸化炭素の排出の削減 kg-co2/年

1-1電力使用量の削減　　　※1 kwh/年

kg-co2/年

1-2ガソリン使用量の削減　※1 Ｌ/年

kg-co2/年

廃棄物排出量の削減

2-1一般廃棄物　　　　　　　※1 ㎏/年

　　　　　　　　※2

2-2再資源化（シュレツタ） 個/年

水使用 　　　　　　　　※1 mm3/年

環境配慮商品・サ－ビス

　　　　　　　　※2

4-1通い箱利用 回/年

4-2地域との清掃活動推進 回/年

回/年

※　購入電力のCo2排出係数は、東京電力2021年度係数0.441㎏/kwhを用いた。

※　目標値：2022年度目標を2021年度実績値を基準として使用。

※1　増加目標は、基準値より毎年0.5％削減で設定。

※2　増加目標は、基準値より毎年0.5％増加で設定。

※　化学物質は、使用しておりません。

1

2

3

4

1

43.8

967

7,058

12,643

3,211co2排出量削減

コミュニケーション不足による
5
　加工不良を無くす。

59

351

1 1

11 1

58.158.7 58.4

356353 355

1 1

43.143.6 43.4

982972 977

12,517

3,1633,195 3,179

6,988 6,9537,023

12,45412,580

目標

環境経営目標 単位 （10月～9月）

2024年度2023年度

基準年度 目標 目標

4.　環　境　経　営　目　標

（10月～9月） （10月～9月）

2021年度 2022年度

4,0024,043 4,022

co2排出量削減 9,2919,385 9,338

4,063

9,432
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・空調温度管理実施 （　冷房28℃　　暖房26℃　) 6・12月 飯　田

電力使用量の削減 ・エアコンのフィルタ掃除 年/2回 飯　田

・不用照明の消灯 毎　日 米　山

・エコ運転の実施 毎　日 飯　田

・まとめ運行計画の実施 毎　日 飯　田

・エコドライブ１０のすすめ（社用車内に置く) 毎　日 藤　田

・運行記録の記帳 毎　日 藤　田

・分別を徹底する。 毎　日 米　山

一般廃棄物 ・廃棄物の削減に努める。 毎　日 各　自

・ペ－パータオルの削減 毎　日 各　自

2-2 ・再資源（シュレッタ） 毎　日 米　山

再資源化（シュレッタ） ・不用紙の裏面使用（社内） 毎　日 各　自

・梱包時に緩衝材として使用 毎　日 中　村

3 ・節水に努める 毎　日 中  村

・納品時の通い箱の使用を積極的に指導。 毎　日 井　上

・通い箱の促進（取引先と実施中） 毎　日 井　上

・地域へ貢献する活動へ参加 回/年 米　山

・地域の情報を社員へ提供する。 回/年 米　山

・協力会社との定期的な会合を行う。 回/年 飯 田

・図面変更時の連絡を確実に行う。 回/年 飯 田

※　化学物質は、使用しておりません。

担当者

5.　環　境　経　営　計　画

改善取組事項 具体的取組内容 日程

　
加工不良を無くす

1-1

2

2-1

1-2

コミュニケーション不足による
5

ガソリン使用量の削減

4

4-1

4-2 地域との清掃活動推進

通い箱の利用回数

水使用量

1
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6.計画の実施した取組内容

1 通い箱の利用

2 再資源化（シュレッタ－）梱包材の利用

3 杖先ゴムの改善（小型化）

4 地域との清掃活動

5 消防訓練実施

下記、取組内容
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目標

達成評価

二酸化炭素の排出の削減. ㎏－Co2/年 〇

1 1-0電力使用量.の削減　.※1 Kwh/年 〇

㎏－Co2/年 〇

1-1ガソリン使用量の削減※1 L/年 〇

㎏－Co2/年 〇

廃棄物排出量の削減

2 2-1一般廃棄物　　　　　　※1 ㎏/年 ×

個＝100ｇ

2-2再資源（シュレッタ）　※2 個/年 〇

3

水使用量 　　　　　　　※1 mm3/年 〇

環境配慮商品・サ－ビス

4 4-1通い箱利用 　　　　　　　※2 回/年 〇

4-2地域との清掃活動推進 回/年 〇

回/年 〇

※購入電力のCo2排出係数は、東京電力2021年度係数0.441kg/kwhwを用いた。

※1　削減目標、基準値より毎年0.5％削減で設定。

※2　増加目標、基準値より毎年0.5％増加設定。

※　化学物質は、使用しておりません。

1 100%
5
コミュニケーション不足による

　加工不良を無くす。 1 1

2021年度

59.0

351

1

9,385

43.6

972

58.7

353

1

7202.07

80.4

1025

56.0

385

12,580

184%

105%

9,432

43.8

967

9,839

2,637.18

78%

83%

77%

77%

85%

95%

109%

100%

７.環　境　経　営　目　標　実　績

環境経営目標 単位

基準年度 目標

1

実積

2022年度

（2021年10月～2022年9月） 達成％

12,643

3,211 3,195　　　　co2排出量削減

　　　　co2排出量削減

7,058 7,023 5,980

4,063 4,043 3104.34
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2022年度 最終

達成度 結果

二酸化炭素の排出量の削減 78% 〇

1-1電力使用量の削減 85% ・空調温度管理実施（冷房28℃　・暖房26℃） 〇

〇 ・エアコンフィルター掃除 〇

・不用照明の消灯 〇

1-2ガソリン使用量の削減 77% ・エコドライブ10のすすめ（社用車に置く） 〇

〇 ・まとめ運行計画の実施。　・運行記録の記帳。 〇

廃棄物排出量の削減

2-1一般廃棄物 1845% ・分別を徹底する。 〇

× ・廃棄物の削減に努める。 ×

・ペ－パータオルの削減 ×

2-2再資源化（シュレツタの 105% ・不用紙の裏面使用（社内）。 〇

〇 ・梱包時に緩衝材として使用。 〇

水使用量 95% ・節水に努める。 〇

〇

環境配慮商品・サ－ビス

109% ・納品時の通い箱使用を積極的指導。 〇

〇 ・通い箱の促進（取引先と実施中） 〇

100% ・地域の情報を社員へ提供する。 〇

〇 ・地域へ貢献する活動へ参加。。 〇

※　取組結果：　○　効果があった　　△　ほぼ効果があった　　×　効果がなかった

※　化学物質は、使用しておりません。
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心掛けて、目標

８.　環境経営計画・取組結果・評価

改善取組事項 取　組　項　目 評価

小まめな消灯を

再利用）

達成に至った。

代表の交代があり、

廃棄物が多く出た。

人数も増えた。

相乗りを心掛けて

目標達成に至った。

1

2

3

4-1通い箱利用

4-2地域との清掃活動推進

4



2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

（10月から９月） 2021年10月 2022年10月 2023年10月 2024年10月

中長期目標より 2022年9月 2023年9月 2024年9月 2025年9月

基準値 目標 目標 目標 目標

二酸化炭素の排出の削減 ㎏-co2/年 12,643 12,580 12,517 12,454 12,392

1-1電力使用量の削減　　※1 kwh/年 7,058 7,023 6,988 6,953 6,918

co2排出量削減 kg-co2/年 3,211 3,195 3,179 3,163 3,147

1-2ガソリン使用量の削減　※1 Ｌ/年 4.063 4.043 4.022 4.002 3.982

co2排出量削減 kg-co2/年 9.432 9.385 9.338 9.291 9.245

廃棄物排出量の削減

2-1一般廃棄物　　　　　　　※1 kg/年 43.8 43.6 43.4 43.1 42.9

2-2再資源（シュレツタ）　　※2 個/年 967 971.8 976.7 981.6 986.5

水使用量 　　　　　　　　※1 mm3/年 59 58.7 58.4 58.1 57.8

環境配慮商品・サ－ビス

4-1通い箱利用　　　　　　※2 回/年 351 352.8 354.5 356.3 358.1

4-2地域との清掃活動推進 回/年 1 1 1 1 1

加工不良を無くす。 回/年 1 1 1 1 1

※1　削減目標、基準値より毎年0.5％削減で設定する。

※2　増加目標、基準値より毎年0.5％増加で設定する。

※　購入電力のCo２排出係数は、東京電力2021年度係数0.441kg/kwhwを用いた。

※　化学物質使用は、使用しておりません。

コミュニケーション不足による

環境経営目標 単位

９-1　2023年度　環　境　経　営　目　標

1

2

3

4

5
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・空調温度管理実施 （　冷房28℃　　暖房26℃　) 6・12月 飯　田

電力使用量の削減 ・エアコンのフィルタ掃除 年/2回 飯　田

・不用照明の消灯 毎　日 米　山

・エコ運転の実施 毎　日 飯　田

・まとめ運行計画の実施 毎　日 飯　田

・エコドライブ１０のすすめ（社用車内に置く) 毎　日 藤　田

・運行記録の記帳 毎　日 藤　田

・分別を徹底する。 毎　日 米　山

一般廃棄物 ・各自が購入したボトル類は持ち帰る。 毎　日 各　自

・ペ－パータオルへの変更 毎　日 各　自

2-2 ・再資源（シュレッタ） 毎　日 米　山

再資源（シュレッタ） ・不用紙の裏面使用（社内） 毎　日 各　自

・梱包時に緩衝材として使用 毎　日 中　村

3 ・節水に努める 毎　日 中  村

・納品時の通い箱の使用を積極的に指導。 毎　日 井　上

・通い箱の促進（取引先と実施中） 毎　日 井　上

・地域へ貢献する活動へ参加 回/年 米　山

・地域の情報を社員へ提供する。 回/年 米　山

・協力会社との定期的な会合を行う。 回/年 飯 田

・図面変更時の連絡を確実に行う。 回/年 飯 田

※　化学物質使用は、使用しておりません。

９-２　2023年度　環　境　経　営　計　画

改善取組事項 具体的取組内容 日程

5

　

4

4-1 通い箱の利用回数

4-2 地域との清掃活動推進

クレーム件数の削減

担当者

2

2-1

水使用量

1

1-1

1-2 ガソリン使用量の削減
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（1）　該当環境関連法規定と違反状況

法的要求事項等の 改定 違反 確認者

名称 2021年 2022年 2022年

　　・業務等） 11/10 10/12 10/12

1 特定家庭用機器 エアコン ・使用済家電品

再商品化法 冷蔵庫 　リサイクル処分 ○ 適応無し 米山

（家電サイクル法) ・廃棄時法遵守の適切に

　処理

2 使用済自動車の 普通自動車 ・自治体の登録を受けた

再資源化等に関する法律 （社用車1台） 　引取り業者への引き渡し ○ 適応無し 米山

　　義務。

（自動車サイクル法） ・新車購入時又は車検時

　　料金。

3 廃棄物の処理及び プラスチック類・ ・一般廃棄物の分別 ○ 無し 米山

清掃に関する法律 金属類・硝子類・ 　　　収集徹底、排出

（一般廃棄物の処理） 紙類・ ・収集運搬業者へ委託契約

事業系廃棄物の

分類

※ 環境関連法規制について、自主的にチェックした結果法令違反は過去３年間ありません、

　上記関連法規に違反や指摘、訴訟はなく、また周り.からの苦情もありません。

※ 今後とも関連法規の改定などに注意します。

※ NO1　令和元年6月7日付、家電リサイクル法第１６条第1項及び第５２条に基づく

NO2　令和２年4月1日付、自動車リサイクル法（平成29法律第61号改定）

NO3　施行日令和２年４月１日（令和元年政令第39号による改定）
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　における再資源化等

(リサイクル料金）の委託）

　適用施設

  （業者に依頼する）

10.　環境関連法規への違反、訴訟等の有無

NO

監視・測定項目 法的要求事項等の

遵守事項内容及び基準



川口　衛 米山 夏奈

1） 全体及び個別評価

　会社全体としては、コロナ過にも関わらず売り上げ、利益の横這い推移している。

さらにエコアクション21の効果もあり、経費の増加もなく効果が出ていると思われます。

　新体制の発足により、組織体制も変更され、環境担当者ほか各担当者とも各々の

役割や責任を再自覚している。この結果各自に割り当てられた区分の業務に積極

的に取り組んできた結果、エコアクション２１についても良い結果として成果が現れた

　 と思われます。

　環境問題は異常気象など世界的な問題を引き起こしつつあり、日本を含めて国際

課題となっています。小企業ではありますが、積極的に努力をすることで社会への

貢献をしたいと考えております。

　・今年はウクライナ危機によって電気・ガス料金など光熱費の上昇が見込まれ

　まれますが、小型エアコンへの買い替えによる省電力化や照明のLEDへの切り替え

　によって対抗策としたい

　・またコロナ対策として換気を行うために入り口のドアを開けているが、これについても

　こまめに開け閉めを行うことで室温の急激な変化を抑える指導を実施したい

　・一般廃棄物については、組織体制の変更に伴うレイアウト変更などによって廃棄物

　が増加した。今年はこのような特別な事項は想定されていないので、減少に努めたい

2） 見直し指示

①　環境経営方針の変更の必要性なし。

　　　2017年度版の要求事項に沿った内容のため、変更の必要なし。

➁  実施体制の変更の必要性あり。

　　組織体制の変更に伴い、環境目標の見直しを行う必要性がある。

12

実施日

2023年1月

出席者

11.　代表者による全体の評価と見直し指示


